
2 2 年 国 調人

口
1 7 年 国 調
増 減 率

住
民
基
本

2 4 . 3 . 3 1
2 3 . 3 . 3 1
増  減  率

31,234 人
人
％

29,107
7.3

32,289 人
人31,797

1.5 ％

２２ 年 国 調区 　 分

1,294

8.8
第 １ 次

第 ２ 次
5,078

34.7

産 　 　 　 業 　 　 　 構 　 　 　 造

１７ 年 国 調

10.3

1,483

4,820

33.6

第 ３ 次
8,272

56.5

7,993

55.7
配 当 割 交 付 金
株式等譲渡所得割交付金

歳  入  一  般  財  源  等
千 円

3,783,810

8,390 0.1

面 　 積

人 口 密 度

(k㎡)

(人)

99.09

315

8,390 0.1
3,565 0.0

都 道 府 県 名

43

熊 本 県

団 体 名

4035

大津町

市 町 村 類 型 Ⅴ－２

地方交付税種地 2 - 3

歳 入 の 状 況
区 分 決 算 額 構 成 比 経常一般財源等 構 成 比

地 方 税
地 方 譲 与 税
利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金
ゴルフ場利用税交付金
特別地方消費税交付金
自 動 車 取 得 税 交 付 金
軽 油 引 取 税 交 付 金
地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税
普 通 交 付 税
特 別 交 付 税

( 一 般 財 源 計 )
交通安全対策特別交付金
分 担 金 ・ 負 担 金
使 用 料
手 数 料
国 庫 支 出 金
国 有 提 供 交 付 金

都 道 府 県 支 出 金
財  産  収  入
寄 附 金
繰 入 金
繰 越 金
諸 収 入
地 方 債

歳 入 合 計

4,366,038 32.6 4,366,038 70.2
118,255 0.9 118,255 1.9

3,565 0.1
1,134 0.0

344,390 2.6 344,390 5.5
16,797 0.1 16,797 0.3

- - - -
16,497 0.1 16,497 0.3

- - - -
42,427 0.3 42,427 0.7

1,491,367 11.1 1,291,273 20.8
1,291,273 9.6 1,291,273 20.8
200,094 1.5 - -

6,408,860 47.9 6,208,766 99.8
5,310 0.0 5,310 0.1

221,524 1.7 - -
231,398 1.7 - -
57,719 0.4 194 0.0

1,751,401 13.1 - -
- - - -

859,176 6.4 - -
64,507 0.5 3,396 0.1

300 0.0 - -
768,771 5.7 - -
389,101 2.9 - -
131,679 1.0 1,371 0.0

2,493,981 18.6 - -

13,383,727 100.0 6,219,037 100.0

市 町 村 税 の 状 況

区 　 　 分

個 人 均 等 割

普 通 税

所 得 割
法 人 均 等 割
法 人 税 割

固 定 資 産 税
うち純固定資産税

軽 自 動 車 税
市町村たばこ税
鉱 産 税
特別土地保有税

法 定 普 通 税

法 定 外 普 通 税

旧 法 に よ る 税

4,363,146

入 湯 税
事 業 所 税
都 市 計 画 税
水 利 地 益 税 等

合  　 計

収 入 済 額 構成比 超 過 課 税 分

4,363,146 99.9 -

99.9 -
1,580,015 36.2 -

42,562 1.0 -
1,139,246 26.1 -

-

108,118 2.5

-

-
290,089

-

6.6 -

-

2,409,146 55.2

-

2,406,135 55.1

-

73,038 1.7
300,947 6.9

-

-
-

-

-目 的 税

-
-

-

-

2,892 0.1

2,892 0.1
2,892 0.1 -

- - -
- - -

-

指 定 団 体 等

児童手当及び子ども手当
特 例 交 付 金

低 開 発

旧 産 炭

山 振
1,134

過 疎

給 料 月 額 ( 百 円 )

首 都

近 畿

中 部

×

現 在 高

財政健全化等

指数表選定

財 源 超 過

14,575 0.1

○

×

○
0.0

×

14,575

×

×

×

-

○

×

区 　 　 　 　 分 平成 2 3年度 (千円 ) 平成 2 2年度 (千円 )

収

支

状

況

歳 入 総 額
歳 出 総 額
歳 入 歳 出 差 引
翌年度に繰越すべき財源

実 質 収 支
単 年 度 収 支
積 立 金
繰 上 償 還 金
積 立 金 取 崩 し 額
実 質 単 年 度 収 支

13,383,727 11,254,304
12,903,555 10,865,203

480,172 389,101
20,689 24,070
459,483 365,031
94,452 -21,597
610,468 564,467

- -
- -

704,920 542,870

平成２３年度

一

般

職

員

等

区 　 　 　 分 職員数(人) 給 料 月 額 ( 百 円 ) 一 人 当 た り 平 均

一 般 職 員

うち技能労務員

教 育 公 務 員

う ち 消 防 職 員

臨 時 職 員

合 計

164 518,240 3,160

13 39,767 3,059

13 47,371 3,644

- - -

- - -

177 565,611 3,196

一 部 事 務 組 合 加 入 の 状 況 特 別 職 等 定 数 適用開始年月日 一人当たり平均給料

議員公務災害

非常勤公務災害

退 職 手 当
事務機共同

税 務 事 務

老 人 福 祉

伝 染 病

×

○

○

×

×

×

×

し 尿 処 理 ○

ご み 処 理 ○

火 葬 場 ○

○常 備 消 防

小 学 校 ×

中 学 校 ×

そ の 他 ○

市 区 町 村 長 1 18.04.01 7,470

副市区町村長 1 18.04.01 5,930

教 育 長 1 18.04.01 5,420

議 会 議 長 1 10.04.01 3,320

議 会 副 議 長 1 10.04.01 2,739

議 会 議 員 16 10.04.01 2,490

性 質 別 歳 出 の 状 況
区 分 決 算 額 構 成 比 充当一般財源等 経常経費充当一般財源等 経常収支比率

人 件 費 1,796,062 13.9 1,646,188 1,590,176 22.3
う ち 職 員 給 1,004,038 7.8 899,098 - -

扶 助 費 2,097,666 16.3 560,161 560,061 7.9
公 債 費 1,276,327 9.9 1,226,689 1,226,689 17.2

元 利
償 還 金

8.6 1,066,631 1,066,631 15.0
171,806

一 時 借 入 金 利 子 - - - - -
( 義 務 的 経 費 計 )
物 件 費

5,170,055 40.1 3,433,038 3,376,926 47.4
1,152,824 8.9 714,089 601,343 8.4

維 持 補 修 費 194,003 1.5 150,036 67,847 1.0
補 助 費 等 1,143,467 8.9 1,033,461 866,633 12.2

うち一部事務組合負担金 703,688 5.5 703,688 703,688 9.9
繰 出 金 1,454,648 11.3 1,297,203 762,530 10.7
積 立 金 611,836 4.7 610,010 - -
投資・出資金・貸付金 840 0.0 - - -
前 年 度 繰 上 充 用 金 - - -

3,175,882 24.6投 資 的 経 費 201,087
1,014 0.0う ち 人 件 費 249

3,164,996 24.5普 通 建 設 事 業 費 198,857

0.2

21.7

震災復興特別交付税

244,462 1.9 146,265
災 害 復 旧 事 業 費

2,796,695 2,053

10,886 0.1 2,230
-失 業 対 策 事 業 費 - -

歳 出 合 計

内

　

訳

12,903,555 100.0 7,438,924

内
訳

経常経費充当一般財源等計

79.6

千 円

経  常  収  支  比  率

7,919,096

％ ％

15.5

(減収補 債(特例分)
 及び臨時財政対策債除く)

平成22年度 (千円)

15.7

4,899,371

うち減収補 債(特例分)

議 会 費

区  分 決 算 額 (Ａ)

132,351

構成比

1.0

( Ａ ) の う ち
普 通 建 設 事 業 費

-

( Ａ ) の
充 当 一 般 財 源 等

132,351
総 務 費 1,618,631 12.5 4,459 1,503,329
民 生 費 3,676,780 28.5 315,202 1,591,002

892,067衛 生 費 6.9 - 798,024
労 働 費 62,466 0.5 - 2,101
農 林 水 産 業 費 486,869 3.8 181,375 364,154
商 工 費 249,149 1.9 160,268 69,123
土 木 費 1,599,522 12.4 908,769 564,826
消 防 費 391,071 3.0 42,586 348,471
教 育 費 2,507,436 19.4 1,552,337 836,624
災 害 復 旧 費 10,886 0.1 - 2,230
公 債 費 1,276,327 9.9 - 1,226,689
諸 支 出 費 - - - -
前年度繰上充用金 - - - -

4,904,025

市 町 村 民 税

- -
-

歳 出 合 計 12,903,555 100.0 3,164,996 7,438,924

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出

合 計

下 水 道

上 水 道

工 業 用 水 道

交 通

国民健康保険

そ の 他

1,456,369

485,488

1,721

-

-

312,231

656,929

国
民
健
康
保
険
事
業

実  質  収  支 244,037

再 差 引 収 支 82,976

加 入 世 帯 数 ( 世 帯 ) 3,937

被 保 険 者 数 ( 人 ) 7,276

被保険者
１人当り

保険税(料)収入額 86

国 庫 支 出 金 116

保 険 給 付 費 258

区 　 　 　 分 平成23年度 (千円)

6,990,050

基 準 財 政 収 入 額 3,724,916
基 準 財 政 需 要 額 5,019,605
標 準 税 収 入 額 等 4,805,212
標 準 財 政 規 模 7,005,066
財 政 力 指 数 0.79
実 質 収 支 比 率 6.6
公債費負担比率

-実質赤字比率 -

将来負担比率

-

積 立 金 財  調 1,834,211
減  債 329,057
特 定 目 的 1,395,805

地 方 債 現 在 高 11,873,135

- -

（
支
出
予
定
額
）

物 件 等 購 入 104,752
保 証 ・ 補 償 -
そ  の  他 433,516
実質的なもの 2,109,947

収 益 事 業 収 入 -
土地開発基金現在高 417,397
徴
収
率

現
年

計
98.5 93.5
98.4 93.3
98.4 93.0

合  計
市町村民税
純固定資産税

(％)

(％)

(％)

(％)

決 算 状 況

( 特 別 区 財 調 交 付 金 )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

う ち 補 助
う ち 単 独

う ち 臨 時 財 政 対 策 債

( 単 位 千 円 ・ ％ )

( 単 位 千 円 ･ ％ )

会

計

の

状

況

(報酬)月額(百円)

(％)

[ ･ ]{

台
帳
人
口

0.91

債
務
負
担
行
為
額

21

目 的 別 歳 出 の 状 況 (単位千円 ･％ )

- - - -
908,581 6.8 - -

（注）１．普通建設事業費の補助事業費には受託事業費のうちの補助事業費を含み、単独事業費には同級他団体施行事業負担金及び受託事業費のうちの単独事業費を含む。
２．東京都特別区における基準財政収入額及び基準財政需要額は、特別区財政調整交付金の算出に要した値であり、財政力指数は、前記の基準財政需要額及び基準財政収入額により算出した。
３．産業構造の比率は、分母を就業人口総数とし、平成22年国調は分類不能の産業を除き、平成17年国調は分類不能の産業を含んでいる。

法 定 目 的 税

-

-

-法 定 外 目 的 税

4,366,038

- -

100.0

5.2

-

13.0

33.5 31.6

1,223,743
341,974

2,121,543

10,483,675

-

の 指 定 状 況

12.8実質公債費比率(％)

92,688
-

540,988
3,981,453

-
417,258

98.3 93.8
98.4 93.8
98.2 93.2

連結実質赤字比率(％)

×

×

健
全
化
判
断
比
率

-

元 金

5,675,279

91.3

旧 新 産

旧 工 特

減収補 特例交付金

利 子

27,852

{

0.2 27,852 0.4

1,104,521
1.3 160,058 160,058 2.2


